
令和７年度八頭町歳入歳出決算に係る健全化判断比率審査意見書
第１ 審査の概要
１　審査の対象

(１) 実質赤字比率
(２) 連結実質赤字比率
(３) 実質公債費比率
(４) 将来負担比率

第２ 審査の期間　　 令和８年７月２８日(火)の１日間

第３ 審査の場所 八頭町役場船岡庁舎　監査室

第４ 審査の出席者及び説明者　
監査委員　丸山長智・田中一實

監査委員事務局　　
総務課長、総務課財政担当職員

第５ 審査の方法
(１)
(２)

第６ 審査の結果
１ 健全化判断比率について

①実質赤字比率 ― 13.97% 20.00%
②連結実質赤字比率 ― 18.97% 30.00%
③実質公責費比率 10.7 25.00% 35.00%
④将来負担比率 21.6 350.00%
注　「―（％）」は、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていないため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率がないことを表して
いる。（以下同じ。）

　健全化判断比率は、関係法令等の規定に沿って作成された資料に基づいて正確に算定されているか。

健全化判断比率
令和７年度 法に定める基準

(%) 早期健全化基準

　審査に当たっては、地方公共団体の財政の健全化に関する法律(以下「法」という。)第３条第１項の規定に基づき、町長から提出
された令和７年度決算に係る次の比率 (以下「健全化判断比率」という。) 及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を対象と
した。

　健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、一般会計及び特別会計の決算書類等に基づいて適正に作成されている
かなど。

　審査に付された健全化判断比率は、適正に作成された算定の基礎となる事項を記載した書類に基づき 正確に算定されているもの
と認められた。また、いずれも早期健全化基準未満であった。

財政再生基準

1



第７　健全化判断比率の状況実質赤字比率
１

―

２ 連結実質赤字比率

―

連結実質赤字額の内訳 （単位：千円）

小　　　　　計 0 230,599
合　　　　　計 0 1,592,356

公営企業
に係る特
別会計

八頭町簡易水道事業会計 ― 59,537
八頭町下水道等事業会計 ― 170,793
八頭町宅地造成特別会計 ― 269

小　　　　　計 0 1,361,757

― 1,764
八頭町国民健康保険特別会計 ― 64,604
八頭町介護保険特別会計 ― 244,879

　連結実質赤字額が生じていないため、連結実質赤字比率はない。

連結実質赤字比率＝
連結実質赤字額 1,592,356 千円

＝ -22.00%
標準財政規模 7,236,911 千円

　一般会計等の実質赤字額が生じていないため、実質赤字比率はない。

実質赤字比率＝ -14.52%
標準財政規模 7,236,911 千円

区 分 会 計 名 連結実質赤字額等
赤字額・資金不足額 黒字額・資金剰余額

一般会計又
は公営企業
に係る特別
会計以外の
会計

八頭町一般会計 ― 1,049,118
八頭町墓地事業特別会計

八頭町後期高齢者医療特別会計 ― 1,392

一般会計等の実質赤字額 1,050,882 千円
＝
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３ 実質公債費比率
―
―

(１) 地方債の元利償還金の額（繰上償還額等を除く）
(２) 公営企業の地方債の償還の財源に充てた繰入金
(３) 一部事務組合等の地方債に充てた補助金又は負担金
(４) 公債費に準ずる債務負担行為
(５) 特定財源の額
(６) 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費
(７) 災害復旧費等に係る基準財政需要額
(８) 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金
(９) 標準税収入額等
(10) 普通交付税額
(11) 臨時財政対策債発行可能額

（単位：千円）

４ 将来負担比率

＝ 21.6%
Ｃ標準財政規模

―

Ｄ算入公債費等の額

7,236,911 千円 1,304,283 千円

Ａ将来負担額
―

Ｂ充当可能財源等の額

将来負担比率 ＝
16,898,422 千円 1,561,324 千円

令和７年度 21,311 1,939,748 5,297,163 0 11.69177
令和６年度 24,714 1,895,855 5,103,067 13,851 11.01247
令和５年度 26,023 1,883,309 5,020,853 28,513 9.64918
区　　　分 (8) (9) (10) (11) 実質公債費比率

341,751 917,921
令和７年度 1,433,071 567,938 16,777 4 19,878 328,953 954,019
令和６年度 1,338,743 576,117 18,425 13 18,075

(6) (7)
令和５年度 1,288,703 582,312 15,206 18 23,566 373,447 921,743
区　　　分 (1) (2) (3) (4) (5)

実質公債費比率 ＝
9.64918 11.01247 11.69177

＝
3

令和５度比率
＋

令和６度比率
＋

令和７度比率

10.7%

各年度の実質公債費比率 ＝
[(１)～(４)] [(５)～(８)]
[(９)～(11)] [(６)～(８)]
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将来負担比率の算定内訳 （単位：千円、％）

1 一般会計等に係る地方債の現在高
2 債務負担行為に基づく支出予定額
3
4
5 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額
6 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額

ア 町が設立した土地開発公社の負債に係るもの
イ 町が設立した地方独立行政法人の負債に係るもの
ウ ア以外の土地開発公社に債務保証をしている場合の

保証債務に係るもの
エ 町の損失補償又は保証に係る債務に係るもの

7
連結実質赤字額

8 組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額
Ａ 将来負担額（１～８の計）
9 地方債の償還額等に充当可能な基金の残高の合計額
10 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入の見込額
11
Ｂ 充当可能財源等の額（９～１１の計）
Ｃ 標準財政規模の額
Ｄ 算入公債費等の額 1,304,283

地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる 11,247,866 72.0
15,613,204 100.00
7,236,911

16,898,422 100.00
4,136,726 26.5

228,612 1.5

0 0.0
0 0.0

0 0.0

0 0.0
0 0.0
0 0.0

821,859 4.9
0 0.0
0 0.0

一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰 2,817,316 16.7
組合又は地方開発事業団が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担見込額 296,308 1.7

区　　　　　　　　分 算　　定　　額 構成比
12,962,939 76.7

0 0.0
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令和７年度八頭町歳入歳出決算に係る資金不足比率審査意見書
第１ 審査の概要

1 審査の対象

(１) 八頭町簡易水道事業会計（法適用企業）
(２) 八頭町下水道等事業会計（法適用企業）
(３) 八頭町宅地造成特別会計（法不適用企業）

第２ 審査の期間　　 令和８年７月２８日(火)の１日間

第３ 審査の場所 八頭町役場船岡庁舎　監査室

第４ 審査の出席者及び説明者　
監査委員　丸山長智・田中一實
監査委員事務局　　

総務課長、総務課財政担当職員

第５ 審査の方法
(１)
(２)

　審査に当たっては、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「法」という。）第２２条第１項の規定に基づき、町長から
提出された次の公営企業における令和７度決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を対象とした。

　資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、決算書類に基づいて適正に作成されているかなどを重点に、比率の算定
に必要な決算書及び参考資料等の確認を行うとともに、関係資料の提出を求め、関係職員の説明を聴取し、併せて、決算審査の結果
も参考に審査を行った。

　資金不足比率は、関係法令等の規定に沿って作成された資料に基づいて正確に算定されているか。
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第６ 審査の結果
１ 資金不足比率について

各公営企業の資金不足比率

第７ 資金不足の状況
１ 資金の不足額及び事業の規模の状況

各公営企業の資金不足額及び事業の規模 （単位：千円）

注　「－％」は、資金の不足額が生じていないため、資金不足比率がないことを表している。（以下同じ。）
八頭町宅地造成特別会計 0 1,361 ― ％

195,142 ― ％
八頭町下水道等事業会計 0 239,144 ― ％

資金不足比率＝
資金の不足額(Ａ)
事業の規模（Ｂ）

八頭町簡易水道事業会計 0

会　計　名
資金の不足額 事業の規模 令和７年度資金不足比率

(Ａ) （Ｂ） (Ａ)/(Ｂ)

注　「－％」は、資金の不足額が生じていないため、資金不足比率がないことを表している。（以下同じ。）
八頭町宅地造成特別会計 ― 20.00%

　審査に付された資金不足比率は、適正に作成された算定の基礎となる事項を記載した書類に基づき正確に算定されているものと認
められた。また、いずれの公営企業も資金不足が生じていないため、資金不足比率がなく法に定める経営健全化基準未満であった。

経営健全化基準
八頭町簡易水道事業会計 ― 20.00%
八頭町下水道等事業会計 ― 20.00%

会　計　名
令和７年度 法に定める基準

(%)
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参　　考　　資　　料

用語説明

1
2

(1)

(2)

(3)

(4)

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

　一般会計等や公営事業会計の実質赤字・黒字額（公営企業に係る特別会計の場合、資金不足・剰余
額）を合算した地方公共団体としての赤字額が標準財政規模に占める割合である。
＊公営事業会計とは、公営企業会計と一般会計等以外の特別会計のうち公営企業会計以外の特別会計に
分けられる。本町では、公営企業会計とは、①簡易水道事業会計、②下水道等事業会計、③宅地造成特
別会計であり、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業会計以外の特別会計とは、④国民健康保険特
別会計、⑤介護保険特別会計、⑥後期高齢者医療特別会計である。
この比率が18.97％以上となった場合は地方公共団体の長は財政の早期健全化のための財政健全化計画
を、30.00％以上となった場合は財政を再生するための財政再生計画を作成することとなる。

　地方公共団体の標準財政規模に占める一般会計等から支出する借入金の償還金等の割合である。な
お、この比率は過去３か年度の平均である。
　この比率が25.0％以上となった場合、地方債の発行（借入の実施）に国の許可が必要となり、地方公
共団体の長は財政の早期健全化のための財政健全化計画を、この比率が35.0％以上となった場合は財政
を再生するための財政再生計画を作成することとなる。

　地方公共団体の標準財政規模に占める一般会計等が将来負担すべき借入金や退職手当等の将来支出が
見込まれる費用の割合である。
　この比率が350％以上となった場合、地方公共団体の長は財政の早期健全化のための財政健全化計画を
作成することとなる。

地方公共団体の財政の
健全化判断比率

実質赤字比率

　この法律は、地方公共団体の財政の健全化を図ることを目的としたものである。
　毎年度の決算に基づき地方公共団体の財政状況を客観的に見るために地方公共団体の長が作成する次
の４種類の比率の総称である。

　地方公共団体の一般会計等の決算において、歳入不足により翌年度の歳入を繰り上げて充用した額や
支払の翌年度への繰延額等がある場合、実質的な赤字額が発生することとなる。（「一般会計等」の説
明は３を参照）
　この比率は実質的な赤字額が地方公共団体の標準財政規模に占める割合である。（「標準財政規模」
の説明は６を参照）
　この比率が13.97％以上となった場合は地方公共団体の長は財政の早期健全化のための財政健全化計画
を、20.00％以上となった場合は財政を再生するための財政再生計画を作成することとなる。

項　　目 説　　　　　　　　　　明
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3

4

5

6

7

8

地方債

準元利償還金の額

財政再生基準

企業の長期借入金と同様のものである。
　地方公共団体が事業実施に必要な財源を調達するために負う債務で、返済が一会計年度を超えて行わ
れるものである。

  一般会計等からそれ以外の特別会計への支出のうち公営企業の地方債の償還に充てたと認められるも
の等で、実質的な公債費と変わらないと認められるものである。

　地方公共団体が、財政の再生のための計画を作成することとなる基準である。
　地方公共団体は、実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率のいずれかがこの基準以上と
なった場合（財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化が困難な状況）、財政再生計画を定
め、国の同意を得た後に、この計画に沿って財政の再生を図ることとなる。
　財政再生計画を作成した地方公共団体は、財政健全化計画を作成した場合とは異なり、国等の関与を
受けながら計画を実施することとなる。
＊　財政再生計画に定める事項の概要
・比率が基準以上となった要因の分析　・再生の基本方針
・事務事業の見直し、組織の合理化等による歳出削減に関する計画
・滞納している税その他の収入の徴収計画
・地方税の増収計画
・歳入歳出に関する総合的な計画等

一般会計等

早期健全化基準

標準財政規模

  法に規定する実質赤字比率等の4種類の比率の算定において、算定の対象となる会計の区分の名称であ
る。
　本町の場合、一般会計、住宅資金特別会計、墓地事業特別会計が一般会計等に区分されている。
＊　一般会計とは、地方公共団体が目的を達成するため、行政運営の基本的な経費を計上した会計であ
る。特別会計とは、地方公共団体が特定の事業を行う場合で、特定の歳入歳出をもって一般の歳入歳出
と区分して経理する必要がある場合に設置する会計である。
　地方公共団体が財政の早期健全化のための計画を作成することとなる基準である。
　地方公共団体は、実質赤字比率等の４種類の比率のいずれかがこの基準以上となった場合（財政再生
基準以上である場合を除く。）、財政健全化計画を定め、自主的かつ計画的に財政の健全化を図ること
となる。
＊　財政健全化計画に定める事項の概要
・比率が基準以上となった要因の分析　・早期健全化の基本方針
・赤字額の解消方策・各比率を基準未満とする方策・歳入歳出に関する計画等
　地方公共団体の標準的な一般財源の収入額である。
＊　一般財源とは、財源の使途が特定されず地方公共団体がどのような経費にも使用することができる
地方税、地方譲与税、地方特例交付金及び地方交付税等である。
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9

10

11

12

13

14

15

16

17

基準財政需要額

資金不足比率

経営健全化基準

  普通交付税の算定基礎となるものである。
  地方公共団体が現実に必要とする経費の額を算定するものではなく、各地方公共団体の自然的・地理
的・社会的諸条件に対応する合理的で、妥当な水準における財政需要として一定の方法により算定さ
れ、地方公共団体における必要な一般財源としての財政需要額を示すものである。

  公営企業に係る特別会計の決算において、流動負債相当額が流動資産相当額を上回った場合、資金の
不足額が発生することとなる。
  この比率は、資金の不足額が事業の規模に占める割合である。
  それぞれの公営企業に係る特別会計において、この比率が20％以上となった場合、地方公共団体の長
は経営の健全化に関する計画を作成することとなる。

  地方公共団体が経営の健全化に関する計画を作成することとなる基準である。
地方公共団体は、それぞれの公営企業に係る特別会計の資金不足比率がこの基準以上となった場合は、
経営健全化計画を定め、公営企業の経営の健全化を図ることとなる。
＊　経営健全化計画に定める事項の概要
・比率が基準以上となった要因の分析　・経営の健全化の基本方針
・比率を基準未満とする方策　・収入支出に関する計画等

債務負担行為

債務保証

損失補償

  地方公共団体が将来にわたる債務を負担する行為で、次のような翌年度以降数年度にわたって経費支
出が発生することが見込まれる場合に、議会の議決を得て設定するものである。
・利子補給金や貸付金等の支出決定
・債務保証や損失補償に関する契約の締結等

  債務が履行されない場合に地方公共団体が代わって弁済するものである。
地方公共団体は、土地開発公社等の指定された団体以外とは当該契約を締結できないこととなってい
る。  特定の者が金融機関から融資を受ける場合に、その融資が返済不能となり当該金融機関が損失を被っ
たとき、地方公共団体が融資を受けた者に代わって当該金融機関に対してその損失を補償するものであ
る。

元利償還金等に充てら
れた特定財源の額

算入公債費等の額

充当可能財源等の額

  地方公共団体が他団体等に対して地方債を財源として行った貸付金の元利償還金や公営住宅の使用料
の一部等である。
＊　特定財源とは、歳入のうち国庫支出金、地方債、分担金、負担金及び使用料手数料等で、その財源
の使途が特定されているものである。

  地方公共団体に交付される普通交付税の算定基礎となる額のうち、地方債の償還金等に係るものであ
る。  地方債の償還額等に充てることができる基金（一般的には積立金）や特定の歳入等である。
基金には、年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金や地方債の償還を計画的に行うための
減債基金等があり、特定の歳入には、貸付金の元金償還金や公営住宅の使用料等がある。
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